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●お問い合わせ先　中部資産管理センター　0561-75-0720

市川　耕一

代表理事組合長

各支店・店舗・センターにご意見箱を設置しています。

なお、ぐりんぷらざの応募用紙はご意見箱からもご応募いただけます。

ご意見箱からの応募で当選率アップ！！

皆さまからの貴重なご意見・ご要望をお待ちしております。

https://jaab.or.jp ＜お申込みフォーム＞より

たくさんのご意見・ご要望をよろしくお願いいたします ◎JAあいち尾東の自己改革に対する
 ご意見をお待ちしております。

この箱が目印！

各支店窓口を通じて、お気軽にご相談ください。

私には孫が3人います。孫が成人してからは、毎年50万
円～100万円ほど現金で贈与しています。この度、3人の
うちの1人と養子縁組をすることになりました。養子縁組
前に行った孫への贈与は、生前贈与加算の対象となりま
すか。私と3人の孫とは、いずれも相続時精算課税制度の
届出は提出しておりません。

相続税は、被相続人の死亡時における財産（相続財産）の合
計額に対して課税されます。その点でいえば、被相続人が生前
に贈与した財産には相続税は課税されないことになります。
ただし暦年課税（一般的な贈与税の課税）の場合、相続または
遺贈により財産を取得した人について、相続の発生前一定の

期間内に被相続人から贈与を受けた財産があるときは、その
財産を被相続人の相続財産に加算して相続税額を計算しなけ
ればなりません。このことを「生前贈与加算」といいます。現在、
令和5年度税制改正により、加算期間が3年から7年に延びて
いる途中です。加算期間は次の通りです。

相続税は、被相続人の死亡時における財産（相続財産）の合
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令和5年度税制改正により、加算期間が3年から7年に延びて
いる途中です。加算期間は次の通りです。

加算期間内に贈与を受けた場合に支払った贈与税があるとき
は、その贈与税額を相続により納付すべき相続税から控除しま
す。これを「贈与税額控除」といいます。
加算期間は基本加算期間と延長加算期間に区分され、延長
加算期間において生前贈与を受けたときは、その期間の贈与

財産の合計額から100万円を控除した金額が相続財産に加
算されます。毎年の贈与財産から100万円を控除するという
ことではなく延長加算期間内における贈与財産の合計額か
ら100万円を控除します。

加算期間内に贈与を受けた場合に支払った贈与税があるとき
は、その贈与税額を相続により納付すべき相続税から控除しま
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ら100万円を控除します。

生前贈与加算の対象になるのは、加算期間内に被相続人から
暦年課税による贈与を受け、かつ、相続または遺贈により財産
を取得した者です。一般的に「孫は生前贈与加算の対象外」と
言われているのは、養子縁組や代襲相続がおきていない限り
孫は相続人ではないため、基本的に財産を取得しないと考え
られるからです。しかし相続人でない者が遺贈により財産を取
得したり、生命共済金や生命保険金の受取人に指定されてい

るケースもあります。そのような場合にはたとえ相続人でなくて
も生前贈与加算の対象になります。
逆に、相続人であっても相続または遺贈により財産を取得しな
かった者は、生前贈与加算の対象になりません。よって判断の
ポイントは、養子縁組したか否かではなく、財産を取得したか
否かです。相続または遺贈により財産を取得した場合には、上
記加算期間に照らし、どこまで遡って加算するかを判断します。
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このボタンを
クリック！

◎こんな取り組みをしています

◎新たな取り組み 組合員大学「みらいカレッジ」

組合員の学習機会

JAあいち尾東では、組合員の皆さまに

JAのことやJAが開催する協同活動について理解を深め、参加・参画していただくため、

様々な学習機会を設けています。

JA 全国相続相談・資産支援チーム 顧問 税理士　

柴原  一
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今年から新たに、

組合員大学「みらいカレッジ」を開催します。

協同組合運動の目的や意義、

JAの事業・活動内容等について

学ぶ機会を通じて、将来のＪＡリーダーの

育成を目指します。

【定員】

10名程度（性別は問いません）

【対象者】　

正組合員、または将来的に正組合員になりうる准組合員・

正組合員家族で、満年齢４０歳以上６５歳未満の方

【募集期限】

令和８年１０月１９日（月）まで

【申込方法】

ＪＡあいち尾東ＨＰからお申し込みください。

※応募多数の場合は抽選を行い、１０月下旬ごろ当選者のみ

　に案内を郵送いたします。

　　　　　　　相続開始日

令和8年12月31日まで

令和9年1月1日から令和12年12月31日まで

令和13年1月1日以降

　　　　　加算期間

相統開始前3年間

令和6年1月1日から相続開始日

相続開始前7年間

                 対象となる

・相続により財産を取得
・遺贈により財産を取得
・みなし相続財産（注）を受け取った

                      対象とならない

・相続または遺贈により財産を取得していない
・一部の贈与特例を受けた贈与
・相続時精算課税の基礎控除部分（令和6年以降）

養子縁組の有無にかかわら
ず、相続または遺贈により財
産を取得した方は、生前贈与
加算の対象となります。

（注）みなし相続財産：生命共済金（保険金）や死亡退職金などのように遺産分割の対象とならないが相続財産とみなされるものをいいます。

組合員の集い
食と農に関する専門家による

講演会

JAかんこーする隊
地域農業応援団として、

准組合員の皆さまに地域農業とJAの取り組みを

体験してもらう活動

申込方法やカリキュラムなど

詳細はこちらをご覧ください。

1617


